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2.1％から 97 年の 3.4％まで上昇したが、それでも雇用者数は増加を続け、この間に 5002
万人から 5391 万人に増加した（総務省『労働力調査年報』 ） 。ところが金融危機が発生し、
景気が一段と厳しさを増した 1998 年以降、 様相は一変した。 完全失業率は 2002 年の 5.4％
まで急上昇するとともに、雇用者数の増加は停止し、逆に 5331 万人まで減少した。中でも
雇用者数の削減が大きかったのが男性常用労働者である。 女性の雇用者数が 97 年から 2004
年にかけ、79 万人増加したのに対し、男性雇用者数はこの間、112 万人も減少を記録した






る。15 歳から 64 歳の生産年齢人口は、97 年からの 10 年間で、男性が 189 万人、女性が

















もたらした。図 1 からも明らかなように、雇用期間の定めのない常用雇用者は 98 年以降、
大きく減少した。企業における呼称別に労働者の数を見ても（ 『労働力調査詳細結果』 ） 、過
去 10 年間において正規の職員・従業員は 423 万人減少したのに対し、非正規の職員・従業
員は 564 万人増加を記録している。その結果、非正規雇用者は、全雇用者の 4 人に 1 人





パートやアルバイトといった短時間労働者が非正規雇用に占める割合は、 97 年の 82％から
08 年の 66％に低下し、代わって派遣労働者が 8.3％、契約・嘱託社員が 17.8％を占めるよ 6
うになった。その結果、非正規雇用に占める週 30 時間未満の短時間雇用者割合は 99 年の















響もあり、 長時間労働者が増えた。 図 2 は 30 代と 40 代の男性の週間労働時間が 60 時間を
越えた人の割合を示している。1 週間で 60 時間以上働くということは、所定内労働時間が
40 時間であるから、週に 20 時間以上残業していることになり、1 週間に 5 日働くとして、
1 日平均 4 時間以上も残業していることになる。この図を見ると、こうした人々が 98 年以
降、急増しており、長時間労働者の増加が確認される。他方、週間労働時間の増加ととも
に、仕事量の増加は有給休暇取得率の低下をもたらし、96 年に 55.2％を記録していた取得
率は 07 年には 52％へ下がった。 
労働市場の二極化現象は所得格差の拡大にも影響している。図 3 は、1 年を通じて働いた





傾向が確認される（大竹（2005） ） 。  7





















ると減少し、05 年ごろになると景気回復に 2、3 年遅れて、雇用者数も増加するようになっ
た。 











有期雇用者割合を 1985 年と 2000 年について比較したものである。これを見ると、ほとん
どの国で、有期雇用者割合が上昇していることがわかる。紙幅の制約から図表は省くが、
この間、アメリカを除くほとんどのＯＥＣＤ諸国で、パートタイム労働者比率も上昇して
いる。他方、表 1 は週 50 時間以上働いている長時間労働者の割合を見たものであるが、こ









































５．１  所得階層の固定化を回避するための雇用支援 
第 1 の就職支援策では、90 年代後半から顕著になりつつある「貧困の固定化」に対する
施策が何にも優先してまずは検討されなければならない。わが国の所得階層間の移動を見
ると、一時的貧困が多く、慢性的・持続的貧困は米国に比べれば総じて少ないことが指摘
されてきた（岩田・濱本（2004） 、石井・山田（2007） ） 。しかしそのようなわが国でも、
90 年代中ごろから貧困率は上昇し、所得階層の固定化傾向が見受けられるようになり、就
業している人に限定しても、非正規労働者の増加を反映して、給与所得の格差拡大が見ら






















由として、 「根気がなくいつ辞めるかわからない」 （70.7％、複数回答） 、 「責任感がない」
（51.1％） 、 「職業に対する意識などの教育が必要」 （42.6％） 、 「年齢相応の技能・知識がな
い」 （38.1％）が挙げられている。フリーターになって 3 年以内の人の場合、正社員になる
チャンスは多いが、それ以上、フリーターを続けてきた人の正社員になれる可能性は急激
に低下するとの調査結果もある。 















































まま、非正規においてはこれが大きく緩和された結果、03 年時点で OECD 諸国の中で、も
っとも両者の差の大きな国の一つ（28 か国中、6 番目）になった。またパートタイム労働
者と一般労働者においても、時間当たりに換算して 4 割近い賃金格差が発生しており、こ
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出所：Jon C. Messenger(2004)　Working Time and Workers' Preferences in Industrialized Countries、Fig.2.5  
 






































図６  個別市場の高質化の動学過程 
 